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公文書館機能の確立のための基礎的研究公文書館機能の確立のための基礎的研究公文書館機能の確立のための基礎的研究公文書館機能の確立のための基礎的研究

――横浜の歴史を記録し伝える横浜の歴史を記録し伝える――

特定非営利活動法人特定非営利活動法人 参加型システム研究所参加型システム研究所

協働型の政策研究協働型の政策研究

指定管理者施設のモニタリング等の評価システムに関する研究
（横浜会議・2005年度）

提言① ポータルサイトの構築 提言② 外部評価制度の導入

ポータルサイト
「横浜市の指定管理者の状況」

選定資料、事業報告、評価結果等を掲載

政策の実現 !!
指定管理者

第三者評価制度

2006年度 37施設
2007年度 116施設
2008年度 127施設
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研究の背景研究の背景

横浜開港横浜開港150150周年周年

過去を未来 なげ く上過去を未来 なげ く上過去を未来につなげていく上で過去を未来につなげていく上で

歴史的文書の果たす役割は大きい歴史的文書の果たす役割は大きい

公文書管理法案の国会審議公文書管理法案の国会審議

現在及び将来の国民に説明する責務を全うする現在及び将来の国民に説明する責務を全うする現在及び将来の国民に説明する責務を全うする現在及び将来の国民に説明する責務を全うする

地方自治体の責務地方自治体の責務→→新たに取り組むべき課題新たに取り組むべき課題

公文書管理法案の要点公文書管理法案の要点

原則移管原則移管
保存期間満了文書は国立公文書館等へ移管また保存期間満了文書は国立公文書館等へ移管また保存期間満了文書は国立公文書館等へ移管また保存期間満了文書は国立公文書館等へ移管また

は廃棄する（は廃棄する（88条）条）

中間書庫機能中間書庫機能
適切な保存及び利用を確保するために必要な場所適切な保存及び利用を確保するために必要な場所

における保存（における保存（66条）条）

利用請求利用請求
国立公文書館等で保管する歴史公文書の利用に国立公文書館等で保管する歴史公文書の利用に

関する手続き（関する手続き（1616条）条）
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横浜市の取り組み横浜市の取り組み

市史資料室市史資料室

歴史的文書の管理、利用等の業務歴史的文書の管理、利用等の業務

歴史的公文書保存要領歴史的公文書保存要領

3030年の保存期間を超えた公文書の廃棄年の保存期間を超えた公文書の廃棄

→→市史資料室への連絡市史資料室への連絡

課題課題課題課題

保存期間の短い文書の扱い保存期間の短い文書の扱い

廃棄･移管の判断･連絡の徹底廃棄･移管の判断･連絡の徹底

研究の目的（全体像）研究の目的（全体像）

紙媒体による
公文書管理

電子媒体による
公文書管理公文書管理 公文書管理

紙媒体による
市民の記録・歴史

電子媒体による
市民の記録･歴史

統合モデル
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研究の内容（研究の内容（AAを基本に）を基本に）

①①実態調査実態調査

・市史資料室に対する歴史的文書の移管の状況・市史資料室に対する歴史的文書の移管の状況・市史資料室に対する歴史的文書の移管の状況・市史資料室に対する歴史的文書の移管の状況

・市史資料室における歴史的文書の管理及び・市史資料室における歴史的文書の管理及び

利用の状況利用の状況

・各局･各区における公文書の廃棄・移管の状況・各局･各区における公文書の廃棄・移管の状況

②事例調査②事例調査

他都市における歴史的文書の管理 利用の状況他都市における歴史的文書の管理 利用の状況・他都市における歴史的文書の管理・利用の状況・他都市における歴史的文書の管理・利用の状況

③政策課題の抽出③政策課題の抽出

・本市における歴史的文書の管理・利用に関する・本市における歴史的文書の管理・利用に関する
課題の検討課題の検討

比較調査の候補地比較調査の候補地

◎ いずれも「公文書館」をもち、運用の実績がある

自治体名 聞き取り対象とした理由

神奈川県 全国に先駆け歴史的文書の管理に取り組み、公文書管理法案の範となった

川崎市 歴史的文書に対する開示請求に関する条例改正を2008年度に行った

東京都 日本最大の自治体で、膨大な文書を管理･廃棄･移管してきた

大阪市 2006年に公文書管理条例を制定し、公文書検索システムを整備している

大阪府 公文書館の歴史が長く、所蔵資料の検索システムを整備している
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研究の方法（組織）研究の方法（組織）

公文書管理研究会

アドバイザー

後藤仁

調査スタッフ

井上良一
奥津茂樹

横浜市

担当課職員
横浜会議 職員上林得郎

岡村駿

奥津茂樹 横浜会議･職員

研究の方法（日程）研究の方法（日程）

20092009年年 20102010年年
88月月 99月月 1010月月 1111月月 1212月月 11月月 22月月 33月月88月月 99月月 1010月月 1111月月 1212月月 11月月 22月月 33月月
研究会研究会

第第11回回

調査計画の調査計画の
設計設計

研究会研究会

第第22回回

実態調査の実態調査の
報告･分析報告･分析

研究会研究会

第第33回回

実態調査の実態調査の
報告･分析報告･分析

研究会研究会

第第44回回

実態調査の実態調査の
報告･分析報告･分析

報告書案の報告書案の
検討検討

実態調査実態調査

市史資料室市史資料室

実態調査実態調査

各局･各区各局･各区

事例調査事例調査

他都市他都市

報告書報告書

まとめまとめ
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研究の成果（市民ニーズへの対応）研究の成果（市民ニーズへの対応）


